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令和６年度涌谷町一般会計決算、特別会計決算及び基金運用

状況審査意見書 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、審査に

付された令和６年度涌谷町一般会計決算及び令和６年度特別会計決算並びに

証書類、基金運用の状況を示す書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支

に関する調書及び財産に関する調書を審査したので、次のとおり意見を提出

します。
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１ 審査の対象 

（１）令和６年度一般会計決算及び令和６年度特別会計決算並びに証拠書類 

（２）令和６年度歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関す

る調書 

（３）令和６年度各種基金運用状況に関する書類 

 

２ 審査の期間 

  令和７年７月７日から８月２６日まで（ヒアリング期間９日間） 

 

３ 審査の手続 

  令和７年６月２日、審査に付された令和６年度涌谷町一般会計及び特別会計の歳

入歳出決算について、町の監査基準に基づき、現地踏査を含め下記の点に主眼を置

くとともに、公有財産、基金、債権及び物品の管理等に留意しながら帳票、証拠書

類を精査し、例月現金出納検査、定期監査等においての留意事項も考慮して、責任

者及び関係職員から資料の提出及び説明を求めて審査を実施した。 

（１）決算の計数が正確であるか。 

（２）予算の執行が適正に行われたか。 

（３）財政運営が適正かつ健全に行われたか。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書及び基金の運用状況を示す書類については、関係法令に準拠して作

成されており、その計数は、関係諸帳簿その他証書類と照合した結果誤りのないもの

と認められた。また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われており、

基金の運用状況についても妥当であると認められた。 

 

５ 決算の概要 

各会計の決算数値は、表１（数値については、各会計実質収支に関する調書から

の転記）のとおりである。以下、本文中の数値は、単位未満四捨五入を基本として

いるが、決算に関する附属書類等に合わせるために調整している場合がある。 
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                                      表 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度の一般会計歳入歳出の状況をみると、歳入８，７８０，６１０千円に対して

歳出８，６３６，５２６千円で、歳入歳出差引額は１４４，０８３千円となっており、

翌年度へ繰り越すべき財源６，０８３千円を差し引いた実質収支は１３８，０００千

円となり、黒字決算となっている。 

特別会計の決算総額は、歳入４，３２４，４８５千円に対して、歳出は４，２７１，

５８７千円で、歳入歳出差引額及び実質収支は５２，８９７千円となり、黒字決算と

なっている。 

年　　度 歳入総額 歳出総額 差引額 繰越財源 実質収支額

令 和 ５ 年 度 8,715,256 8,455,000 260,255 34,216 226,039

令 和 ６ 年 度 8,780,610 8,636,526 144,083 6,083 138,000

比 較 増 減 65,354 181,526 △ 116,172 △ 28,133 △ 88,039

増減率（％） 0.7 2.1 △ 44.6 △ 82.2 △ 38.9

令 和 ５ 年 度 2,130,018 2,110,556 19,461 19,461

令 和 ６ 年 度 2,142,614 2,126,331 16,283 16,283

比 較 増 減 12,596 15,775 △ 3,178 △ 3,178

増減率（％） 0.6 0.7 △ 16.3 △ 16.3

令 和 ５ 年 度 212,156 205,888 6,267 6,267

令 和 ６ 年 度 239,600 233,377 6,222 6,222

比 較 増 減 27,444 27,489 △ 45 △ 45

増減率（％） 12.9 13.4 △ 0.7 △ 0.7

令 和 ５ 年 度 1,931,796 1,889,051 42,745 42,745

令 和 ６ 年 度 1,942,270 1,911,878 30,392 30,392

比 較 増 減 10,474 22,827 △ 12,353 △ 12,353

増減率（％） 0.5 1.2 △ 28.9 △ 28.9

令 和 ５ 年 度 4,273,971 4,205,497 68,474 68,473

令 和 ６ 年 度 4,324,485 4,271,587 52,897 52,897

比 較 増 減 50,514 66,090 △ 15,577 △ 15,576

増減率（％） 1.2 1.6 △ 22.7 △ 22.7

令 和 ５ 年 度 12,989,227 12,660,497 328,730 34,216 294,512

令 和 ６ 年 度 13,105,095 12,908,114 196,981 6,083 190,897

比 較 増 減 115,868 247,617 △ 131,749 △ 28,133 △ 103,615

増減率（％） 0.9 2.0 △ 40.1 △ 82.2 △ 35.2

※各会計決算書の実質収支に関する調書からの転記である。
※千円未満切捨てのため、合計等と合わない場合がある。

特
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
計

国民健康保険
事 業 勘 定

後期高齢者医療
保険事業勘定

介 護 保 険
事 業 勘 定

小　　計

合　　　計

一　般　会　計

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 総 括 表
（単位：千円）

会　計　名
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決算規模を前年度と比較すると、一般会計の歳入は０．７％増加し、歳出は２．

１％増加した。特別会計の歳入は１．２％の増加、歳出においては１．６％の増加と

なっている。 

主要財政分析指標の推移は表２のとおりである。 

 

○財政分析指標の推移                         表 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主要財政指標を見ると、財政力指数については、０．３８で財政力が弱い状況とな

っている。 

経常収支比率においては、分母となる経常一般財源等である町税の減と普通交付税

の増、分子となる経常的経費である人件費や扶助費、補助費等及び公債費の増により、

８５．７％となり、昨年度同様経常的一般財源の自由度が小さくなっている。 

また、地方債現在高比率が減少しているが、その他の数値はほぼ例年並みとなって

おり、大きな変化はない。 

  

令和４度 令和５度 令和６度 備　　考

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

経 常 一 般 財 源

標 準 財 政 規 模

歳 入 一 般 財 源

歳 入 総 額

人件費・扶助費・公債費

歳 出 総 額

単 独 事 業 費

歳 出 総 額

現 在 高

歳 入 一 般 財 源

86.6

99.5

3.7

117.7

58.8

37.2

0.38

2.6

（普通会計・単位：％）

0.37

4.5

区　　　　　　　　　分

単 独 事 業 費 比 率 2.3

義 務 的 経 費 比 率 35.3
高い程財政構造
悪化となる

高い程よい

100を超えるほど
財政運営は弾力
的

81.9
おおむね70%～
80%の間であるこ
とが理想

3.7

36.9

58.4

101.1

85.7

※標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額が含まれている。

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 ） 0.38
１に近くあるい
は１を超える程
財政力が強い

実 質 収 支 比 率 2.8
３～５%程度が望
ましい

経常一般財源比率 99.2

一 般 財 源 比 率 59.1

経 常 収 支 比 率

地方債現在高比率 126.4 128.0
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○各種基金残高調                             表 ３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の基金管理及び運用に問題はなく、今後も、財政状況を勘案し、より有利な運

用を心掛けるべきと思われるが、加えて、各会計の支出事務がスムーズに行われるよ

うに適切な運用にも配慮いただきたい。 

（単位：円）

1,520,509,283 115,807,293 94,725,000 1,541,591,576 300,000

668,575,078 1,400,384 0 669,975,462 200,000

884,408,397 644,694,669 309,911,553 1,219,191,513

4,365,523 87 0 4,365,610

４　公共施設等総合管理基金 0 542,000,000 0 542,000,000

11,126,465 8,012,200 2,138,000 17,000,665

11,290,843 226 0 11,291,069

808,345,892 87,828,062 290,404,000 605,769,954

16,098,409 322 0 16,098,731

19,633,184 404 14,858,000 4,775,588

基金交付金（県分） 19,633,184 404 14,858,000 4,775,588

復興交付金（国分） 0 0 0 0

4,305,670 6,853,114 132,000 11,026,784

8,397,963 226 2,028,000 6,370,189

530,789 21 322,956 207,854

313,659 7 28,597 285,069

100,014,633 1,065 0 100,015,698

53,154,633 1,065 0 53,155,698

46,860,000 0 0 46,860,000

1頭 0頭 0頭 1頭

15,103,312 130 0 15,103,442

1頭 0頭 0頭 1頭

8,586,336 0 0 8,586,336

6,516,976 130 0 6,517,106

115,117,945 1,195 0 115,119,140

724,647,275 48,773,280 0 773,420,555

3,000,000 0 0 3,000,000

279,829,835 10,212,029 0 290,041,864

1,007,477,110 58,985,309 0 1,066,462,419

4,196,087,813 820,888,850 404,636,553 4,612,340,110

６　ふるさと水と土保全基金

５　歴史文化基金

３　保健福祉基金　　　　　　

うち
有価証券千円

１　一般会計財政調整基金

基金の名称
令和５年度末

残　　高
積立額 取崩額

令和６年度末
残　　高

その他特定目的基金

２　減債基金

16　農業振興奨励基金

その他運用基金

15　肉用牛特別導入事業基金

12　新型ｺﾛﾅ農畜産業支援基金積立金

９　震災復興基金

８　公営住宅用地取得基金

10　森林環境整備基金

11　新型ｺﾛﾅ中小企業等支援基金

13　新型ｺﾛﾅ稲作経営継続支援基金

土地分

現金分

14　土地開発基金

積立基金計

７　ふるさと涌谷創生基金　

3,073,492,758 761,902,346 404,636,553 3,430,758,551

その他基金計

19　介護保険給付基金

18　出産費資金貸付事業基金

17　国保会計財政調整基金

定額運用基金計

合　計
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○人口動態調（各年度末住民基本台帳人口）              

財政を考える上での、町の基盤としての人口は表４のとおりで、毎年減少傾向に

ある。 

                                   表 ４ 

 

 

 

 

 

 

 

（１）一般会計 

本会計の収入割合及び支出割合は、附表２及び附表３に示すとおりで、歳入は

調定額に対して９８．６％、歳出では、予算現額に対して９６．６％であった。

また、翌年度へ繰り越した額は１７６，８９３千円である。 

財政収支の状況は、表５のとおりである。 

 

○財政収支の状況                           表 ５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 歳入の概要及び意見 

歳入総額は８，７８０，６１０千円で、前年度より６５，３５４千円、０．

７％の増額であった。 

自主財源全体は２，６４８，７６７千円で、総額に占める割合は、３０．２％

となった。うち町税は前年度より４４，７３７千円、２．８％減の１，５６４，

０１２千円となり、歳入総額に占める割合は、１７．８％（昨年度１８．５％）

で、対前年度０．７ポイントの減となった。 

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 増　　減

歳 入 総 額 Ａ 8,483,206 8,715,256 8,780,610 65,354

歳 出 総 額 Ｂ 8,197,001 8,455,000 8,636,526 181,526

歳入歳出差引額（ Ａ－ Ｂ） Ｃ 286,205 260,255 144,083 △ 116,172

翌年度に繰り越す べき 財源 Ｄ 143,325 34,216 6,083 △ 28,133

実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 142,879 226,039 138,000 △ 88,039

単年度収支（Ｅ－前年度実質収支） Ｆ 39,250 83,160 △ 88,039 △ 171,199

基 金 積 立 金 Ｇ 386,112 77,242 115,807 38,565

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 0 0

基 金 取 崩 し 額 Ｉ 0 0 94,725 94,725

実質単年度収支（ F+G+H-I） Ｊ 425,362 160,402 △ 66,957 △ 227,359

区　　　　　　　　　　　分

区　別 男 女 計 対前年度増減 世帯数 対前年度増減

令和４年度 7,304 7,547 14,851 △ 259 6,009 39

令和５年度 7,135 7,345 14,480 △ 371 5,980 △ 29

令和６年度 6,975 7,184 14,159 △ 321 5,960 △ 20

（単位：人、世帯）

３月３１日現在（外国人を含む）



- 6 - 
 

税目別による構成比は、個人町民税と法人町民税を合わせて３３．５％、固定

資産税が５３．９％で全体の８７．４％を占めている。 

前年度と比べた収納率は表６のとおりで、対前年度増減は、現年度課税分で０．

６１ポイント減、滞納繰越分で２．４２ポイント増、全体で０．９０ポイントの

減であった。 

町税全体の収納率は２年続けて前年を下回った。滞納繰越分の増はあったが、

現年課税分の減少が大きく影響した。人口減少による納税義務者の減少や物価高

騰による消費活動の動向等によるところが大きかったかもしれないが、令和６年

度の結果を受け、収納率向上につながる滞納者対策や口座振替、宮城県地方税滞

納整理機構との連携、納税環境の整備等を着実に進めていただきたい。 

町税は、まちづくりの基本となる一般財源である。今後とも収納率の向上に向

かって息の長い努力をしていただくことを期待する。 

 

○町税収納率                            表 ６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○寄附金                           

 ふるさと納税については、個人版に企業版が加わり、件数で１．５倍、金額で２

倍超となった。運営支援にかかわる中間業者の見直しやポータルサイトの運用、黄

金大使とのタイアップ、各種イベントでのＰＲの効果が大きかったと思われる。 

 返礼品については、町特産品のＰＲの機会になり事業者の収益ともなるので、引

き続き積極的にＰＲしていただきたい。 

                                    表 ７ 

 

 

 

 

 

 

   

令和４年度 令和５年度 令和６年度
対前年度
増　減

現年度課税分 98.79 98.54 97.93 △ 0.61

滞納繰越分 20.27 15.44 17.86 2.42

計 95.68 95.34 94.44 △ 0.90

区　　分

収
納
率

（単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

個人版
1,232
（7）

27,347
（60）

1,234
（0）

26,757
（0）

1,836
（0）

50,966
（0）

602 24,209

企業版 － － － － 15 6,700 15 6,700

※（　）は災害支援寄附での申込件数と金額

令和４年度 対前年度増減

（単位：件、千円）

令和５年度 令和６年度
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○町営住宅使用料 

住宅使用料の収納については、表８のとおりであるが、現年度収納率は９８．６

０％と昨年度より微減している一方、滞納繰越分の収納率は１２．４１％であり微

増となっている。 

引き続き収納努力をお願いするとともに、悪質なものには、入居しているうちに

強い対応をする等、新規滞納者を出さないよう努力していただきたい。 

 

表 ８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 歳出の概要及び意見 

歳出総額は８，６３６，５２６千円であり、前年度より１８１，５２６千円、

２．１％の増であった。 

予算執行及び事務執行については、款別に要点を述べる。 

 

（ア）議会費 

本部門は、歳出総額９４，２２６千円で、対前年度２．９％増、執行率９

９．０％であった。構成比は、１．１％である。 

 

（イ）総務費 

本部門は、歳出総額１，８１４，７０９千円で、対前年度４０．７％増、

執行率は９８．３％で、構成比は、２１．０％である。 

 

① 令和６年度は定年退職３名（３名ともに令和７年度は暫定再任用）、暫

定再任用任期満了１名、依願退職者が８名（行政職４名、保育士１名、労

務職１名、保健師等２名）に上っており、多くの職員が役場を退職した。

特に依願退職者８名は、本町役場としてはこれまでにない人数であり、今

後のマンパワー不足が心配である。今後不足する分は新たに採用されるこ

とになると思われるが、採用となった方については、役場の一員として町

民のための貴重なマンパワーになっていくよう、組織を挙げて育成指導し

ていただきたい。 

（単位：円）

年　度 区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現年度分 35,822,400 35,312,300 0 510,100 98.58%

滞納繰越分 6,568,250 857,800 0 5,710,450 13.06%

現年度分 37,311,100 36,978,000 0 333,100 99.11%

滞納繰越分 6,220,550 521,900 1,140,500 4,558,150 8.39%

現年度分 35,963,800 35,459,900 0 503,900 98.60%

滞納繰越分 4,891,250 607,200 475,000 3,809,050 12.41%

令和４年度　

令和５年度　

令和６年度　
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② 働き方改革では、夏季休暇を現行の３日から４日に増やしたほか、日直

業務を委託するなど、職員の働きやすい環境づくりに努めた。また、職員

研修については、従来の階層別研修や専門研修のほかに新たにハラスメン

ト対応研修を実施し、ハラスメントの未然防止等に努めた。 

 病休者、途中退職者によりマンパワー不足が生じており、人材確保及び

人材育成が急務となっている中ではあるが、働き方改革の推進及び能力向

上のための可能な範囲での職員研修を実施していただきたい。 

 

③ 前年度に引き続いての意見であるが、入札結果の公表に基準を定めて随

意契約等を加えるということについては、全ての随意契約ということでは

なく、例えば指名委員会の議題となった随意契約を公表に加えるというよ

うな意味である。税金の使用方法等、町民の知りたい要求に応えていくた

めにも更に検討していただきたい。 

 

④ 令和６年度策定の涌谷町地域公共交通計画によれば、涌谷町は、将来的

に人口減少が見込まれている中、町民バスの利用者が年々減少しており、

現在の地域公共交通を維持していくことが困難になると想定されている。

一方で運転免許の自主返納が進み、自家用車を持たない高齢者などの移動

手段確保のため、地方公共交通の維持が急務となっている。 

  このように大変厳しい状況の中、持続可能な地域公共交通を構築するた

めの基本方針を示すものとしてこの公共交通計画を策定したということで

あるが、地域住民、行政、交通事業者、関係機関の連携により、目指す姿

を実現していただきたい。 

 

（ウ）民生費 

本部門は、歳出総額２，４１２，６１７千円で、対前年度０．６％減、翌

年度繰越額は１３，２２０千円であった。執行率は９８．６％で、構成比

は、２７．９％である。高齢化の状況は表９のとおりである。 

 

 

○高齢化の状況                          表 ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分

人 口 14,851 14,480 人 14,159 人

高齢者人口 5,823 人 5,830 人 5,786 人

高 齢 化 率 39.2 ％ 40.3 ％ 40.9 ％

※高齢者人口は６５歳以上をカウント

令和5年3月31日 令和6年3月31日 令和7年3月31日
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① 介護、障害、子育て、生活困窮の分野を越えた相談支援体制と、住民主

体の課題解決体制を構築することを目的とした重層的支援体制整備事業は

１３の福祉事業から成り立っており、全町民に対する重層的なセーフティ

ネットの強化を目指すものであり、涌谷町が関係機関と共に少しずつ構築

してきたものである。 

町民にとって非常に有益な事業であるので、今後も国県の補助率や事業

内容等の情報を注視して事業が継続できるよう努力していただきたい。 

 

② 妊娠期からの切れ目ない母子保健と、児童福祉の一体的な支援を円滑に

行うためのこども家庭センターが開設されたが、年々、相談・対応件数が

増加しており、現体制でどこまで対応可能か注視する必要がある。 

  相談体制はセンター内や課内での連携、創意工夫により維持されている

が、より円滑な相談・対応を行っていくために体制の強化を期待したい。 

 

（エ）衛生費 

本部門は、歳出総額１，１００，３２６千円、対前年度１０．４％増、執

行率９７．７％で、構成比は、１２．８％である。 

 

① 令和６年度に医療福祉センター内に作られたプロジェクトチームにより、

本町の在宅医療・介護の体制や質の向上、利用者の減少が続いている本町

老人保健施設の在り方等の検討がなされ、その報告があった。その報告を

受け、令和７年度に新たなプロジェクトの下、地域包括ケアシステムの深

化を図るため、在宅医療介護体制を推進するということだが、医療福祉セ

ンター内はもちろん、保健医療福祉職以外の職員や町民皆様の協力も得な

がら、実現のため努力していただきたい。 

 

② 健康診査実施状況は表１０のとおりであるが、受診者が増となったのは

８項目中５項目、受診率が増となったのは８項目中５項目であった（令和

６年度の特定健診は暫定値）。健診は受診後の精密検査までが健診である

ことを啓発し、疾病の早期発見、早期治療のために健診の勧奨を継続して

いただきたい。 
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受診者 受診率 受診者 受診率 受診者 受診率

特 定 健診 1,422 49.7% 1,317 49.0% 1,351 45.5%

後 期 高齢 568 31.8% 586 28.2% 685 33.3%

若 年 者 98 9.8% 94 10.1% 92 9.8%

肺 が ん 2,315 41.1% 2,209 39.2% 2,258 40.9%

胃 が ん 1,094 19.7% 1,072 18.6% 1,057 19.0%

大 腸 がん 2,018 34.0% 1,922 32.2% 1,954 33.7%

乳 が ん 1,024 26.8% 874 25.0% 911 26.4%

子 宮 がん 1,020 23.0% 995 22.1% 944 22.1%

項　目
令和４年度

（単位：人）

令和６年度令和５年度

 

 

○健康診査実施状況                        表 １０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 大崎地域広域行政事務組合焼却施設搬入量の状況は、表１１のとおりで

ある。分別収集、可燃ごみ削減には住民一人一人の意識向上が大切である

ので、普及啓発にはなお一層取り組んでいただきたい。 

 

○大崎地域広域行政事務組合焼却施設搬入量の状況            表１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪焼却施設搬入量（発生量）≫　 （単位：ｔ）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

3,587.29 3,302.04 3,176.20

1,154.74 1,165.92 1,096.95

121.06 46.28 38.61

18.42 0.00 0.00

4,881.51 4,514.24 4,311.76

≪リサイクルセンター搬入量（発生量）≫ （単位：ｋｇ）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

279,230 253,310 247,460

17,190 16,730 9,360

20,140 23,030 29,080

6,660 6,000 7,310

467 461 276

2,560 0 0

326,247 299,531 293,486

（単位：ｋｇ）

5,207,757 4,813,771 4,605,246

350.67 332.44 325.25

委託

許可

一般家庭

事業所

小型家電（ＢＯＸ）

災害ごみ

合　計　　②

搬入量計（①＋②）

１人当たりの量

合　計　　①

家　庭　系

事　業　系

農林業系廃棄物

災害ごみ
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④ 研修館・トレーニングルームについては、共に前年度比で利用者数が増

加した。研修館については、旅行サイトに登録したことにより、インター

ネットからの申し込みが可能になったことと、トレーニングルームは利用

機器の修繕の結果ではないかと思われるが、特に、研修館については、町

内で数少ない宿泊施設であり、重要度が高いと思われる。 

両施設とも大規模な改修が必要でありながら、利用者の不便を最小限に

するべく管理している担当部署の努力に敬意を表する。 

 

⑤ 東京電力福島原子力発電所事故で生じた、農林業系汚染廃棄物の処分に

ついては、一般ごみとの混焼処理とすき込みによる処理を作業工程どおり

安全に実施することができたとのことであるが、今後も、安全安心と早期

処分の完了を目指して努力することを望む。 

 

（オ）農林水産業費 

本部門は、歳出総額３４３，６５１千円、対前年度５５．９％減、執行率

９７．８％で、構成比は、４．０％である。 

 

① 農業委員会の事務は、法令等により適切に実施されているが、今後も委

員等と事務局が連携し、優良農地の確保、農地の集積、農地の有効活用、

耕作放棄地の解消等に成果を上げられるよう努力していただきたい。 

 

② 本町の基幹産業である農林業は、さまざまな問題を抱えている。特に深

刻なのは、経営者の高齢化であり、後継者不足である。この問題は、本町

に限らず日本中ほとんどの地域で多業種に渡り共通しているが、即効薬は

ない。新規就農者育成の事業等を強化ＰＲする等、新規就農者を増やすた

めに、町として可能な限りの施策を推進していくことを望む。 

 

（カ）商工費 

本部門は、歳出総額１７５，６３４千円で、対前年度２７．９％の増、翌

年度繰越額は３７，８６０千円であった。執行率は、８１．９％で、構成比

は、２．０％である。 

 

① 宮城県よろず支援拠点と連携して森林どりを使用した新メニューを開発

し、説明会や試食会の開催後、各店舗で提供を開始したとのことである。

今後も、必要に応じて鶏肉や農産物等を活用した特産品の開発・商品化を

進めることにより、地域経済活性化を図っていただきたい。 
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（キ）土木費 

本部門は、歳出総額８０６，１７０千円、対前年度６．２％減、翌年度繰

越額は１１５，５３９千円であった。執行率は８６．６％で、構成比は、

９．３％である。 

 

① 道路構造物は老朽化の一途をたどっており、中長期的な計画を立て、一

定程度単独費を確保しながら維持管理に努めなければ、住民生活に大きな

影響が出ると担当課は考えている。しかし、財政状況が厳しいことに変わ

りはないので、単独事業の実施には、引き続き緊急度の高い部分から厳選

し、対応していただきたい。 

 

② 淡島・一本柳住宅は用途廃止を決定しており、退去後は政策空き家とし

ているが、用途廃止の具体的な時期や現入居者の移転支援については、移

転計画や要綱等の整備を行い推進する等、丁寧な説明が必要となるので、

対応に万全を期していただきたい。 

 

 

（ク）消防費 

本部門は、歳出総額３７７，４３８千円、対前年度３９．４％増、執行率

は９９．４％で、構成比は、４．４％である。 

 

① 総合防災訓練のほかにも、役場職員を対象とした防災訓練を実施する必

要があると思われるので、通信機器操作訓練、参集訓練、災害対策本部設

置訓練、避難所開設訓練等々、いつ起きるかわからない災害に備えて、職

員の災害対応能力の向上に努力されることを望む。 

 

（ケ）教育費 

本部門は、歳出総額８６６，８０５千円、対前年度４．８％減、翌年度繰

越額は、１０，２７４千円であった。執行率は９５．８％で、構成比は、１

０．０％である。 

 

① 小中学校の不登校の生徒が前年度３６人から２１人に減少した。子ども

の心のケアハウス「コンパス」を拠点として、様々な事情を抱えて不登校

になった児童・生徒に寄り添い、学校との絆が断たれないように連携し、

支援した結果だということであり、関係者の努力に感謝したい。今後も児

童・生徒に寄り添い、関係者や学校と連携を密にした支援を継続していた

だきたい。 
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② 昨今の物価高騰により食材料費が値上がりしており、やむを得ず令和７

年度４月から小学校が２９０円から３４０円に、中学校が３５０円から４

０５円にそれぞれ値上げとなった。学校給食は、教育制度の根幹に関わる

事項であり、継続されるべき大事な事業であるので、運営については、今

後も財政当局ともしっかり協議をしていただきたい。 

 

③ 武家屋敷「佐々木家住宅」については、夏休みには児童・生徒向けワー

クショップ、秋には紅葉狩りイベント等を実施し、１，２００人を超える

来場があった。引き続き公開活用を通じて、郷土への愛着や誇りを高める

一助とすることを望む。 

 

④ 日本遺産事業については、ドライブスタンプラリー等、各種事業を継続

実施するとともに、大船渡市参入の意向を受け文化財追加申請を行い、認

定継続審査に向けて令和７～９年度の活性化計画を策定した。また、事業

推進の核となる地域プロジェクトマネージャーを任用したということであ

るが、地域ブランド確立と交流人口の増に向けて事業の今後の推進に大い

に期待したい。 

 

⑤ 社会教育については、部活動の地域移行、青年交流活動、趣味や教養の

拡充など社会教育活動へのニーズが高まっているが、施設老朽化や地域人

材の育成不足、予算不足等課題も山積している。希望どおりの事業展開は

できないまでも、一つ一つの事業を着実に推進し、社会教育活動への支援

を可能な限り継続していただきたい。 

 

（コ）災害復旧費 

本部門は、歳出総額３４６千円、対前年度９９．７％減、執行率は１０

０％で、構成比は、０．０％である。 

 

（サ）公債費 

本部門は、歳出総額６４４，６０４千円、対前年度１１．７％増、執行率

９９．９％で、構成比は、７．５％である。 

 

（２）国民健康保険事業勘定特別会計 

 本会計は、歳入総額２，１４２，６１４千円（対前年度０．６％増）、歳出総

額２，１２６，３３１千円（対前年度０．８％増）で歳入歳出差引額１６，２８

３千円（対前年度１６．３％減）の黒字計上であった。 

 財政調整基金の現在高も４８，７７３千円増加し、７７３，４２０千円（前年

度７２４，６４７千円）となった。 

 被保険者数の推移は、表１２のとおりであるが、人口減少に合わせて減少傾向

である。 



- 14 - 
 

歳入状況については、国保税は対前年度１．２％減の２７８，５６６千円であ

った。 

収納状況は、表１３のとおりであるが、現年度課税分２６８，１０８千円で収

納率９４．７２％、滞納繰越分１０，４５７千円で収納率２１．２０％、全体の

収納率は、８３．８１％（前年度８４．６４％）となり、対前年度で０．８３ポ

イントの減であった。 

令和１２年度の国保事業の統一に伴い、保険税の激変緩和に基金を活用してい

くこととしていたが、統一後には基金の活用はできないこととなった。統一化に

向けての国保税の増減及びその周知方法、基金の活用方法等について、しっかり

検討していただきたい。 

 

○被保険者数の推移                            表１２ 

                     （各年度平均） 

 

 

 

 

 

 

 

○国民健康保険税年度別収納率                       表１３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○医療費の内訳                            表１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度
対前年度
増　減

現年度課税分 94.96 94.32 94.72 0.40

滞納繰越分 26.58 28.06 21.20 △ 6.86

計 85.74 84.64 83.81 △ 0.83

区　　分

収
納
率

（単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

区　　分 令和４年度 令和５年度 令和６年度
対前年度
増　減

全　人　口（人） 14,851 14,480 14,159 △ 321

被保険者数（人） 3,761 3,548 3,337 △ 211

比　　　率（％） 25.3 24.5 23.6 △ 0.9ﾎﾟｲﾝﾄ

対前年度

増減率（％）

一　　　般 435,779 476,047 504,614 6.00 433,493

退　職　者 0 0 0 - 0

計 435,779 476,047 504,614 6.00 433,493

区　　分

涌谷町一人当たり費用額 

（単位：円）

宮城県平均一人
当たり費用額(令
和５年度)令和４年度 令和５年度 令和６年度
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（３）後期高齢者医療保険事業勘定特別会計 

本会計は、歳入総額２３９，６００千円（対前年度１２．９％増）、歳出総額

２３３，３７７千円（対前年度１３．４％増）で歳入歳出差引額６，２２２千円

（対前年度０．７％減）の黒字計上であった。 

 運営は、県内全市町村が加入している宮城県後期高齢者医療広域連合で行われ

ている。 

 本会計は、安定した運営となっている。 

 

（４）介護保険事業勘定特別会計 

 本会計は、歳入総額１，９４２，２７０千円（対前年度０．５％増）歳出総額

１，９１１，８７８千円（対前年度１．２％増）で、歳入歳出差引額３０，３９

２千円（対前年度２８．９％減）の黒字計上であった。 

 介護保険料の収納状況は、対前年度０．０２％、９，３６３千円の増で３９８，

２８５千円、収納率９９．４％（前年度９９．４％）であった。 

 被保険者数及び認定者数ともやや減少しているが、施設利用者数の増加により、

保険給付費が増加している。令和８年度の第１０期事業計画策定に当たり、注視

していく必要がある。 

 

〇認定者数・介護サービス利用状況                   表１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 決算審査を終えて 

 令和６年度は、令和５年１１月に財政非常事態宣言が解除されてから最初の会計年

度であり、新規を含めた事業は多岐に渡ったが、ソフト事業が圧倒的に多く、建設関

係事業も後年度交付税算入のある過疎債等を活用するなど、施政方針で健全財政を堅

持していくと表明したとおり、１年を通して慎重な財政運営に徹したという印象であ

る。 

 一方で、庁舎を始めとした学校や体育施設、道路、橋等の公共施設の老朽化が進行

しており、適宜改修や更新をしていかないと、後年町民生活に多大な影響が出てくる

と心配する声が聞こえてきているが、確かに少しずつそんな状態に向かっている感覚

人数(人)
対前年度
増減率(%)

人数(人)
対前年度
増減率(%)

人数(人)
対前年度
増減率(%)

１ 号 被 保 険 者 数 5,849 0.41 5,856 0.12 5,822 △ 0.58

要 支 援 ・ 要 介 護
認 定 者 数

1,041 4.73 1,050 0.86 1,047 △ 0.29

居 宅 介 護 サ ー ビ ス
１か月当たり利用者数 555.67 0.20 564.00 1.50 557.43 △ 1.16

施 設 サ ー ビ ス
１か月当たり利用者数 200.58 △ 1.67 216.08 7.73 219.26 1.47

地域密着型 サー ビス
１か月当たり利用者数

88.84 △ 3.87 84.32 △ 5.09 83.18 △ 1.35

区　分
令和４年度 令和５年度 令和６年度
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もある。 

そんな中、令和６年度に設置された公共施設等総合管理基金は、今はわずかではあ

るが、本町の将来への希望の光の一つである。公共施設の維持や管理、改修更新には

確かに多額の費用を要する。いくら要するかは、現時点でははっきりしていないし、

どの施設を残してどの施設を廃止するか、いつ決断していつ実施するのかなどの年次

計画等もない。しかし、公共施設の将来設計の財源確保の土台はできたので、この基

金を基に計画づくりに着手していただきたいし、まちづくりの基本方針となる第六次

総合計画の策定においても、ぜひ議論していただきたいと思う。 

最後に、少子高齢化と人口減少に加え、物価高騰による町民生活への影響が続いて

おり、年度途中であっても様々な問題が出てくることが予想されるが、今後も地方自

治体の目的である町民福祉の向上に向けて、職員一丸となって日々努力していただく

ことを願っている。 
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附表  １

（１）歳  入 単位：円

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
予算額に対する
収 入 割 合

調定額に対する
収 入 割 合

一 般 会 計 8,940,460,938 8,904,168,298 8,780,610,021 5,213,088 118,345,189 98.2% 98.6%

国民健康保険事業勘定特別会計 2,131,767,000 2,196,573,209 2,142,614,704 3,884,256 50,074,249 100.5% 97.5%

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 事 業
勘 定 特 別 会 計

236,255,000 239,355,477 239,600,237 88,200 △ 332,960 101.4% 100.1%

介 護 保 険 事 業 勘 定 特 別 会 計 1,938,594,000 1,944,568,105 1,942,270,554 576,511 1,721,040 100.2% 99.9%

計 13,247,076,938 13,284,665,089 13,105,095,516 9,762,055 169,807,518 98.9% 98.6%

（２）歳  出

区 分 予  算  現  額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 予算に対する支出割合

一 般 会 計 8,940,460,938 8,636,526,115 176,893,000 127,041,823 96.6%

国民健康保険事業勘定特別会計 2,131,767,000 2,126,331,572 0 5,435,428 99.7%

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 事 業
勘 定 特 別 会 計

236,255,000 233,377,927 0 2,877,073 98.8%

介 護 保 険 事 業 勘 定 特 別 会 計 1,938,594,000 1,911,878,418 0 26,715,582 98.6%

計 13,247,076,938 12,908,114,032 176,893,000 162,069,906 97.4%

令　和 　６　年　度　各　会　計　歳　入　歳　出　決　算　額　総　括　表

備 考
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附表  ２

  歳  入 単位：円

 予 算 額（ア）  調 定 額（イ） 収 入 済 額 ( ウ ) 不納欠損額 収入未済額
予算に対す
る収入割合
（ウ/ア）

調定に対す
る収入割合
（ウ/イ）

決算額構成
割     合
（ウ/エ）

予算現額と収入済額
との比較

1 町 税 1,532,242,000 1,656,049,862 1,564,012,152 4,655,888 87,381,822 102.1% 94.4% 17.8% 31,770,152

2 地 方 譲 与 税 87,158,000 87,158,000 87,158,000 0 0 100.0% 100.0% 1.0% 0

3 利 子 割 交 付 金 455,000 455,000 455,000 0 0 100.0% 100.0% 0.0% 0

4 配 当 割 交 付 金 7,738,000 7,738,000 7,738,000 0 0 100.0% 100.0% 0.1% 0

5 株 式等 譲渡 所得 割交 付金 10,294,000 10,294,000 10,294,000 0 100.0% 100.0% 0.1% 0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 35,350,000 35,350,000 35,350,000 0 100.0% 100.0% 0.4% 0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 392,570,000 392,570,000 392,570,000 0 0 100.0% 100.0% 4.5% 0

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9,037,000 9,037,658 9,037,658 0 0 100.0% 100.0% 0.1% 658

10 環 境 性 能 割 交 付 金 11,664,000 11,664,000 11,664,000 0 0 100.0% 100.0% 0.1% 0

11 地 方 特 例 交 付 金 67,229,000 67,229,000 67,229,000 0 0 100.0% 100.0% 0.8% 0

12 地 方 交 付 税 3,405,266,000 3,405,266,000 3,405,266,000 0 0 100.0% 100.0% 38.8% 0

13 交 通安 全対 策特 別交 付金 1,200,000 1,107,000 1,107,000 0 0 92.3% 100.0% 0.0% △ 93,000

14 分 担 金 及 び 負 担 金 17,041,000 18,997,450 18,655,450 0 342,000 109.5% 98.2% 0.2% 1,614,450

15 使 用 料 及 び 手 数 料 56,804,000 64,889,307 59,323,487 557,200 5,008,620 104.4% 91.4% 0.7% 2,519,487

16 国 庫 支 出 金 1,171,268,000 1,082,284,859 1,082,284,859 0 0 92.4% 100.0% 12.3% △ 88,983,141

17 県 支 出 金 591,396,000 590,931,125 590,931,125 0 0 99.9% 100.0% 6.7% △ 464,875

18 財 産 収 入 24,757,000 29,941,313 29,932,463 0 8,850 120.9% 100.0% 0.3% 5,175,463

19 寄 附 金 59,032,000 59,057,004 59,057,004 0 0 100.0% 100.0% 0.7% 25,004

20 繰 入 金 429,195,000 429,196,553 429,196,553 0 0 100.0% 100.0% 4.9% 1,553

21 繰 越 金 260,254,938 260,255,636 260,255,636 0 0 100.0% 100.0% 3.0% 698

22 諸 収 入 247,110,000 268,796,531 243,192,634 0 25,603,897 98.4% 90.5% 2.8% △ 3,917,366

23 町 債 523,400,000 415,900,000 415,900,000 0 0 79.5% 100.0% 4.7% △ 107,500,000

（エ）

8,940,460,938 8,904,168,298 8,780,610,021 5,213,088 118,345,189 98.2% 98.6% 100.0% △ 159,850,917

令　和　６　年　度　　一　　般　　会　　計　　款　　別　　決　　算　　額　　総　　括　　表

款  　　　        別

歳 入 合 計



- 19 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附表  ３

  歳  出
単位：円

予算現額 （ア） 支出済額（イ） 翌年度繰越額  不   用   額
予算現額に対する
支出割合 （ア/イ）

総支出に対する構
成 割 合 （イ / ウ）

予算現額と支出済額
と の 比 較

1 議 会 費 95,225,000 94,225,647 0 999,353 99.0% 1.1% 999,353

2 総 務 費 1,845,547,000 1,814,709,229 0 30,837,771 98.3% 21.0% 30,837,771

3 民 生 費 2,446,506,000 2,412,617,301 13,220,000 20,668,699 98.6% 27.9% 33,888,699

4 衛 生 費 1,126,061,000 1,100,326,471 0 25,734,529 97.7% 12.8% 25,734,529

6 農 林 水 産 業 費 351,522,938 343,651,050 0 7,871,888 97.8% 4.0% 7,871,888

7 商 工 費 214,524,000 175,633,607 37,860,000 1,030,393 81.9% 2.0% 38,890,393

8 土 木 費 930,395,000 806,169,762 115,539,000 8,686,238 86.6% 9.3% 124,225,238

9 消 防 費 379,778,000 377,437,691 0 2,340,309 99.4% 4.4% 2,340,309

10 教 育 費 904,833,000 866,804,943 10,274,000 27,754,057 95.8% 10.0% 38,028,057

11 災 害 復 旧 費 346,000 346,000 0 0 100.0% 0.0% 0

12 公 債 費 644,931,000 644,604,414 0 326,586 99.9% 7.5% 326,586

14 予 備 費 792,000 0 0 792,000 0.0% 0.0% 792,000

（ウ）

8,940,460,938 8,636,526,115 176,893,000 127,041,823 96.6% 100.0% 303,934,823

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 款 別 決 算 額 総 括 表

款             別

歳  出  合  計
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附表４

歳　出　（性質別） 単位：千円

差引経常的な 決算額（Ａ）の経常一財充当
特定財源 一般財源 もの(A)-(B) 特定財源 一般財源 構成比 構成比

1,481,178 37,847 227,436 1,215,895 93,991 1,121,904 17.2% 25.2%

1,211,286 155,605 214,450 841,231 187,485 653,746 14.0% 14.7%

98,339 24,249 4,661 69,429 19,074 50,355 1.1% 1.1%

1,126,539 5,200 90,791 1,030,548 743,140 287,408 13.0% 6.4%

1,975,842 120,308 420,964 1,434,570 12,415 1,422,155 22.9% 31.9%

5,893,184 343,209 958,302 4,591,673 1,056,105 3,535,568 68.2% 79.3%

644,604 0 0 644,604 30,790 613,814 7.5% 13.8%

761,900 259,887 502,013 0 0 0 8.8% 0.0%

231,075 5,050 156,025 70,000 70,000 0 2.7% 0.0%

493,623 14,631 34,985 444,007 133,351 310,656 5.7% 7.0%

2,131,202 279,568 693,023 1,158,611 234,141 924,470 24.7% 20.8%

611,794 535,919 75,875 0 0 7.1%

346 200 146 0 0 0.0%

612,140 536,119 76,021 0 0 0 7.1%

8,636,526 1,158,896 1,727,346 5,750,284 1,290,246 4,460,038 100.0% 100.0%

100.0% 13.4% 20.0% 66.6% 14.9% 51.7%

※端数処理しているため、小計合計が合わない場合があります。

歳出合計

歳出構成比（％）

10

11

普通建設事業
費
災害復旧事業
費

3 維持補修費

公債費

積立金

繰出金

8

9

投資及び出資
金・貸付金

臨時的なもの（Ｂ） 左の内訳

小計

5 補助費等

6

7

4 扶助費

決算額（Ａ）

小計

小計

1 人件費

2 物件費
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附表５

                                              　　　　　　 　　　          令和２年度　収入未済額の状況（単位：円）

現年課税分 524,636,924 518,198,461 0 7,093,763
滞納繰越分 15,875,494 5,678,430 472,994 9,730,270

計 540,512,418 523,876,891 472,994 16,824,033
現年課税分 461,664,024 455,545,061 0 6,711,063
滞納繰越分 14,990,783 5,345,530 472,994 9,178,459
現年課税分 62,972,900 62,653,400 0 382,700
滞納繰越分 884,711 332,900 0 551,811
現年課税分 861,370,000 836,294,712 4,700 25,164,888
滞納繰越分 52,838,847 6,488,125 3,804,246 42,560,176

計 914,208,847 842,782,837 3,808,946 67,725,064
現年課税分 860,678,300 835,603,012 4,700 25,164,888
滞納繰越分 52,838,847 6,488,125 3,804,246 42,560,176

現年課税分 691,700 691,700 0 0

現年課税分 63,038,700 61,768,118 0 1,289,782
滞納繰越分 3,425,851 720,260 373,948 2,335,143

計 66,464,551 62,488,378 373,948 3,624,925
現年課税分 2,254,200 2,254,200 0 0
現年課税分 132,609,846 132,609,846 0 0

現年課税分 1,583,909,670 1,551,125,337 4,700 33,548,433
滞納繰越分 72,140,192 12,886,815 4,651,188 54,625,589

計 1,656,049,862 1,564,012,152 4,655,888 88,174,022

現年課税分 283,039,500 268,108,523 0 15,185,677
滞納繰越分 49,332,479 10,457,516 3,884,256 35,109,407

計 332,371,979 278,566,039 3,884,256 50,295,084
現年課税分 283,039,500 268,108,523 0 15,185,677
滞納繰越分 49,332,479 10,457,516 3,884,256 35,109,407

計 332,371,979 278,566,039 3,884,256 50,295,084
現年課税分 173,885,763 165,131,218 0 8,932,814
滞納繰越分 28,555,017 6,087,696 2,291,267 20,267,168
現年課税分 85,610,137 81,234,333 0 4,426,751
滞納繰越分 14,226,781 3,100,370 1,111,186 10,040,934
現年課税分 23,543,600 21,742,972 0 1,826,112
滞納繰越分 6,550,681 1,269,450 481,803 4,801,305
現年課税分 0 0 0 0
滞納繰越分 0 0 0 0

計 0 0 0 0
現年課税分 0 0 0 0
滞納繰越分 0 0 0 0
現年課税分 0 0 0 0
滞納繰越分 0 0 0 0
現年課税分 0 0 0 0
滞納繰越分 0 0 0 0

国民健康保険税

（１）一般分　

医療給付費分

高齢者支援分

介護納付金分

（２）退職分　

医療給付費分

高齢者支援分

介護納付金分

町　税　合　計

収入未済額

町　民　税　

（１）個　人

（２）法　人

固 定 資 産 税

（１）固定資産税

（２）交付金及び
　　　納付金

軽 自 動 車 税

環境性能割

町 た ば こ 税 

　　　　　　　　　　　令和６年度　町税等収入額の状況

税　　目　　等 調　　定　　額 収　入　額 不納欠損額
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（単位：円）

現年課税分 169,769,600 170,522,900 0 352,700
滞納繰越分 1,021,440 512,900 88,200 420,340

計 170,791,040 171,035,800 88,200 773,040
現年課税分 116,137,100 116,958,300 0 0
滞納繰越分

現年課税分 53,632,500 53,564,600 0 352,700
滞納繰越分 1,021,440 512,900 88,200 420,340

現年課税分 397,462,970 397,291,030 0 1,355,405
滞納繰越分 3,119,334 993,723 576,511 1,549,100

計 400,582,304 398,284,753 576,511 2,904,505
現年課税分 369,402,018 370,556,708 0 0
滞納繰越分

現年課税分 28,060,952 26,734,322 0 1,355,405
滞納繰越分 3,119,334 993,723 576,511 1,549,100

現年課税分 2,434,181,740 2,387,047,790 4,700 50,442,215

滞納繰越分 125,613,445 24,850,954 9,200,155 91,704,436

計 2,559,795,185 2,411,898,744 9,204,855 142,146,651

総　　　　　計

収入未済額

介 護 保 険 料

１特別徴収保険料

２普通徴収保険料

不納欠損額

１特別徴収保険料

２普通徴収保険料

税　　目　　等 調　　定　　額 収　入　額

後期高齢者保険料

　　　　　　　　　　　令和６年度　町税等収入額の状況
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附表　６
地方債借入先別現在高と償還状況

単位：千円
令 和 ５ 年 度 調 整 額 令 和 ６ 年 度 令 和 ６ 年 度 末
残 高 借 入 額 元 金 利 子 現 在 高

政府資金 3,529,425 0 120,900 342,227 10,646 3,308,098
財政融資資金 3,482,517 △ 1 120,900 323,114 9,885 3,280,302

28,441 0 20,075 402 8,366
簡易保険局 46,908 1 0 19,113 761 27,796

4,843 0 0 2,537 3 2,306
42,065 1 0 16,576 758 25,490

地方公共団体金融機構資金 1,799,473 0 271,100 167,964 6,465 1,902,609
市中銀行 817,712 0 23,900 94,497 3,913 747,115

七十七銀行 533,662 0 0 73,253 3,023 460,409
仙台銀行 284,050 0 23,900 21,244 890 286,706

その他金融機関 81,254 0 0 5,926 511 75,328
JA新みやぎ 0 0 0 0 0 0
古川信組 81,254 0 0 5,926 511 75,328

9,130 0 0 5,390 46 3,740
0 0 0 0 0 0

9,130 0 0 5,390 46 3,740
53,462 △ 2,786 0 7,019 0 43,657
5,050 0 0 1,010 0 4,040

48,412 △ 2,786 0 6,009 0 39,617

6,290,456 △ 2,786 415,900 623,023 21,581 6,080,547

※借換を除く

合　　　　計

共済組合

市町村振興協会

その他

宮城県

援護資金

令和６年度元利償還額

うち旧資金運用部資金

旧郵便貯金資金

旧簡易生命保険資金

共済等


